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来
年
１
月
施
行

１０
月
１
日
以
降
、
社
会
保
障

・
税
番
号
制
度
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
に
よ
り
、
個
人
と
企
業
な
ど
の
法
人
に
特
定
の

番
号
が
通
知
さ
れ
る
。
企
業
は
２
０
１
６
年
１
月
１
日
か
ら
従
業
員
に
支
払
う
給
与
な
ど
の
関
係
書
類
に
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
を
記
載
す
る
義
務
が
生
じ
る
。
こ
の
半
年
間
で
企
業
は
、
社
員
教
育
の
徹
底
や
個
人
情
報
を
取
り
扱
う
規

定
の
制
定
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の
変
更
な
ど
対
応
を
急
ぐ
必
要
が
あ
り
そ
う
だ
。
顧
客
情
報
を
保
管
す
る
建
設
会
社

も
厳
格
な
管
理
が
求
め
ら
れ
る
。
も
し
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
情
報
の
取
り
扱
い
に
不
正
が
発
覚
し
た
場
合
は
厳
罰
に
処

さ
れ
る
可
能
性
も
あ
る
。

顧
客
・個
人
デ
ー
タ
流
出

納
珊
牌
鮒
数
駒
厳
罰
適
用
に
警
鐘

社
会
保
障
と
税
に
関
す
る

情
報
を

一
元
管
理
す
る
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
法
は
１３
年
５
月
に

成
立
し
た
。
１０
月
１
日
か
ら

個
人
は
１２
桁
、
法
人
に
は
１３

桁
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
通
知

さ
れ
、
申
請
す
る
と
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
の
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
が
発

行
さ
れ
る
。

社
会
保
障
の
公
平
化
、
行

政
業
務
の
効
率
化
を
は
じ

め
、
生
活
困
窮
者
や
災
害
時

に
被
災
者
を
探
し
出
し
や
す

い
な
ど
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る

一
方
、
預
貯
金
残
高
や
医
療

機
関
で
の
受
診
履
歴
と
い
っ

た
個
人
情
報
が
行
政
機
関
や

企
業
の
担
当
部
署
で
確
認
で

き
る
よ
う
に
な
る
。

‐６
年
１
月
１
日
か
ら
運
用

に
な
る
と
、
企
業
は
源
泉
徴

収
票
や
社
会
保
険
料
、
給
与

支
払

い
な
ど
法
定
帳
票
に

必
ず
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
記
載

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な

る
。
取
引
企
業
と
の
契
約
な

ど
で
も
、
企
業
の
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
を
記
載
す
る
こ
と
に
な

る
。

「企
業
は
こ
の
半
年
間
に

や
る
こ
と
が
た
く
さ
ん
あ

る
。
安
全
管
理
を
お
ろ
そ
か

に
す
る
と
処
罰
さ
れ
る
の
で

注
意
が
必
要
だ
」
と
語
る
の

は
、
札
幌
学
院
大
の
赤
羽
幸

雄
特
任
教
授
。
理
事
長
を
務

め
る
戦
略
経
営
ネ
ツ
ト
ワ
ー

ク
協
同
組
合
が
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
対
策
講
座
を
開
き
、
従
業

員
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
提
出

を
求
め
る
説
明
を
行
う
と
と

も
に
、
顧
客
情
報
を
含
め
て
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え
い
や
盗
用
、
転
売
な
ど

を
防
ぐ
社
員
教
育
の
実
施
や

規
定
を
制
定
。
パ
ソ
コ
ン
で

管
理
す
る
情
報
シ
ス
テ
ム
を

変
更
す
る
よ
う
対
応
を
求
め

て
い
る
。

建
設
業
も
顧
客
情
報
を
取

り
扱
う
企
業
が
多
い
が
、
赤

羽
特
任
教
授
は

「個
人
情
報

保
護
法
を
順
守
し
て
い
る
か

な
ど
、
タ
イ
プ
に
応
じ
た
取

り
組
み
が
必
要
に
な
る
。
場

合
に
よ

っ
て
は
プ
ラ
イ
バ
シ

ー
制
度
や
国
際
規
格
の
Ｉ
Ｓ

Ｍ
Ｓ

（情
報
セ
キ

ュ
リ
テ
イ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
を
取
得
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
話

す
。法

人
は
任
意
団
体
の
協
会

や
組
合
で
も
、
職
員
へ
の
給

与
支
払
い
や
講
師
へ
の
謝
金

提
供
な
ど
が
あ
れ
ば
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
を
取
得
す
る
登
録
申

請
が
必
要
に
な
る
。
会
員
や

組
合
員
の
法
人
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
を
収
集
し
て
お
く
こ
と
も

大
切
だ
。

個
人
情
報
保
護
法
と
異

な
り
、
罰
則
も
強
化
さ
れ
て

い
る
。
悪
質
な
場
合
、
４
年

以
下
の
懲
役
ま
た
は
２
０

０
万
円
以
下
の
罰
金
刑
が
科

さ
れ
る
。

「３
年
以
下
な
ら

執
行
猶
予
が
付
く
が
、
４
年

は
実
刑
を
意
味
す
る
。
そ
れ

だ
け
厳
格
だ
。
個
人
情
報
デ

ー
タ
を
紛
失
し
、
謝
罪
す
る

ケ
ー
ス
が
あ
る
が
、
今
後
は

謝
罪
で
は
済
ま
な
く
な
る
」

（
赤
羽
特
任
教
授

）
と
言

う
。企

業
に
は
選
任
す
る
税
理

士
や
社
会
保
険
労
務
士

ヘ

の
監
督
責
任
も
生
じ
る
。
「過

去
に
な

い
リ

ス
ク
を
企
業

が
背
負
う

こ
と
に
な
る
。

中
小
企
業
ほ
ど
負
担
は
大
き

い
」
と
、
赤
羽
特
任
教
授
は

入
念
な
準
備
を
呼
び
掛
け
て

い
る
。

マイナ ンバー制度のホームページ。ふんわ りと
したイメージ広報 だが、企業には負担がず しり
との しかか りそ うだ


